
被扶養者1名につき1枚を被扶養者（異動）届に添付してください。

該当する箇所の□にレ点をつけ、必要事項をご記入ください。

-

【被扶養者として申請する方】

年 日 円

1．被扶養者の収入状況について

□

□

１. 給与収入

2. 公的年金収入等（老齢・障害・遺族）

　　※年金の種別

円 　　※年金の種別

円

3. 基本手当（失業給付） 円 雇用保険受給資格者証（第1面～第4面）

4. 事業収入・不動産収入 円 確定申告書および損益計算書（経費内訳書）

5. 利子収入・配当収入等 円 確定申告書および損益計算書（経費内訳書）

円 健保組合適用係へお問い合わせください。

□ 収入のない方　※添付書類･･･課税(非課税)証明書

（無職・無収入）  （給与・事業収入の記載がある場合は、現在、無職・無収入であることを証明できるもの）

2．被保険者の配偶者について（被扶養者として申請する方が子の場合のみご記入下さい。）

□ 被扶養者として既に認定　または、子と同時に申請中

□ 他の健康保険に加入中（例：協会けんぽ、国民健康保険など）

　※添付書類･･･直近3か月間の給与明細または確定申告書および損益計算書（経費内訳書）

　　　（育児休業中で給与明細を添付できない方は、育児休業取扱通知書）

□ 死別 または 離婚

3．被保険者との同居・別居について  （別居の場合は、その理由をご記入してください）

□ ※添付書類･･･世帯全員の住民票

□ ※添付書類･･･申請する方の世帯全員の住民票

（別居理由　　　　  　　　　　　　　　　　　  　　）

〇別居理由が「被保険者の単身赴任」または「申請する方の進学」以外の場合は、以下の仕送り方法および仕送り額を記入してください。

円 円

※添付書類・・・仕送りの事実を証明できるもの

(例：振込通知書・現金書留の控、通帳の写し等)

年間収入見込

被扶養者申立書

令和　　　　年　　　　月　　　　日 作成

被保険者
記号　番号 　 被保険者氏名

被扶養者氏名 性別 生年月日 年齢 続柄

離職した方 以下のいずれかを添付してください。

離職日 令 和 年 月 日
基本手当
の受給

添付書類
（写し）

  退職証明書、離職票

する ・ しない ・ 終了

男 ・ 女 昭和・平成・令和 月

年　　　月　　　日   雇用保険受給資格者証※等

※は、基本手当の受給終了者の添付書類となります。

収入のある方（以下の表の収入の種類ごとに金額を記入してください。）

収入の種類 収入額（年額） 添付書類（写しで可）

円

給与のみの方・・・雇用契約書 （添付できない場合は、直近3か月間の給与明細）

給与以外（以下の2～6）にも収入がある方・・・直近3か月間の給与明細

円 年金支払通知書（直近の受給額がわかるもの）

　　　　厚生年金・国民年金・厚生年金基金・国民年金基金等

6. その他の収入（傷病手当金・出産手当金等）

年額

R8.3改訂

同居　

別居

仕送り方法  銀行振込 ・ 現金書留 ・ その他（　　　　　　　　　　　　　　） 仕送り額 月額

○で囲んで下さい

注意事項

〇被扶養者として申請する子の続柄は、長男、長女等でご記入してください。

〇扶養認定の適否を決定するにあたり、追加の書類を求める場合があります。



被扶養者の認定条件・・・Ⅰ・Ⅱのいずれも満たしていることが必要です。

　Ⅰ 被保険者の3親等内の親族であること

　Ⅱ 主として被保険者の収入により生計を維持していて、ア～ウのいずれかに該当する75歳未満の方

　　 ア　60歳未満の方（ウ該当者を除く） ・・・年収130万円未満　

イ　60歳以上の方・障害年金受給者 ・・・年収180万円未満 かつ被保険者の年収の2分の1未満

ウ 19歳以上23歳未満の配偶者以外の方 ・・・年収150万円未満

※私事都合による別居（被扶養者の進学や被保険者の単身赴任を除く）の場合は、ア～ウの要件に加え、被扶養者の収入を超える

仕送りが必要です。

　ただし、生計維持関係が認めれない場合は認定できません。

被扶養者添付書類一覧

世帯全員の住民票、戸籍謄本等

　　高校生以下は不要

⑬直近の確定申告書および

　収支内訳書（損益計算書）

⑭同居人の収入証明

   ⑬確定申告書および収支内訳書（経費内訳書）に係る注意事項

　 健康保険で扶養認定に当たり算出する収入は、収入から直接的必要経費を差し引いた額となります。

この直接的必要経費は、所得税法上、経費と認められるものとは異なります。

   ⑯仕送り額を確認できるもの・・・振込通知書や通帳の写し等

　手渡しは仕送りとは認められません。扶養認定後も仕送りの継続が必要です。（証拠書類は必ず保管しておいてください）

1.　離職により扶養認定された方が、以下の基本手当（失業給付）を受給することになったときは、資格喪失の手続が必要です。

　 　　　　　 資格喪失の手続きをせずに健保組合の調査の結果、受給の事実が判明したときは、事実発生日に遡り、被扶養者資格を喪失することになります。

〇被扶養者の認定条件のⅡのアに該当する方…日額3,612円以上

〇被扶養者の認定条件のⅡのイに該当する方…日額5,000円以上

〇被扶養者の認定条件のⅡのウに該当する方…日額4,167円以上

2. 別居理由が、私事都合以外の場合は、以下の書類（写し）の提出が必要になります。（この場合、仕送りを確認できるものは省略可とします）

Ｒ8.3改訂

（失業給付）

基本手当

（老齢・障害・遺族）

離
職

学
生
以
外

④課税・非課税証明書

③被扶養者申立書

②在学証明書又は学生証

①続柄のわかるもの

収
入
が
な
い
場
合

学
生

の確認

⑤退職日のわかるもの

　　離職票-1　資格喪失通知書等

給与収入

公的年金・年金基金

身分関係

⑨直近3か月間の給与明細

・●は、審査に必要ですので必ず提出してください。
・被扶養者申立書以外は、写しで可とします。
・必要に応じて追加の書類をお願いすることがあります。

配偶者の

● ● ●

子 父母

● ● ● ●

● ●

● ● ●

兄弟姉妹

●

●

●

被保険者との続柄

兄弟姉妹・姪甥父母孫祖父母16歳以上

● ●

●

● ● ●

必要に応じて 必要に応じて ● ●

16歳未満
必要書類

●

●

必要に応じて

●

　 提出不可･･･直近3か月間の給与明細

⑧雇用契約書（新規）

配偶者

収
入
が
あ
る
場
合

⑥被扶養者申立書

⑦課税・非課税証明書

全員に共通

給与収入

のみ

他の収入もある方

事業収入

不動産収入

⑩振込通知書

⑪雇用保険受給資格者証

　 様式第11号（第3・4面）

出産手当金

傷病手当金
⑫支給決定通知書

● ●

必要に応じて ● ● ● ●

●

● ●

● ● ● ● ● ●

●

● ● ●

● ● ● ● ●

●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ●

●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

別居理由 必要書類

祖父母、兄弟姉妹

認定対象が父母

同居人がいる場合

　収入あり・・・⑧～⑬の書類

　収入なし・・・非課税証明書

 被保険者の単身赴任

 被扶養者の進学

辞令

学生証

被保険者と別居

⑯仕送り額を確認できるもの

⑮申請する方の世帯全員の住民票
（別居している方）

必要に応じて 必要に応じて 必要に応じて ● ● ● ●

●
扶養認定はできません。

（被保険者との同居が必須要件）

● ● ● ● ●

● ● ● ●

注意事項

被扶養者の認定条件


